
京都市立学校保育料等徴収条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和８年８月１０日   

京都市長  松 井 孝 治   

京都市規則第   号 

   京都市立学校保育料等徴収条例施行規則の一部を改正する規則 

 京都市立学校保育料等徴収条例施行規則の一部を次のように改正する。 

 第２条を次のように改める。 

（教育課程外の教育に要する費用） 

第２条 条例第１条第２項に規定する別に定める額は、次の各号に掲げる費用の区分に応

じ、当該各号に掲げる額とする。 

 ⑴ 次号に掲げる費用以外の費用 別表第１に掲げる額。ただし、保護者（条例第１条

第２項に規定する保護者をいう。以下同じ。）が子ども・子育て支援法（以下「法」と

いう。）第３０条の５第３項に規定する施設等利用給付認定保護者である場合にあっ

ては、各月ごとの合計額から子ども・子育て支援法施行令（以下「令」という。）第１

５条の６第２項第２号に掲げる額を控除して得た額（当該額が零を下回る場合には、

零とする。）とする。 

 ⑵ 特定乳児等通園支援（法第３０条の２０第１項に規定する特定乳児等通園支援をい

う。以下同じ。）に係る教育に要する費用 別表第２に掲げる額。ただし、保護者が令

第１５条の３第２項第２号に規定する被保護者である場合にあっては、零とする。 

 別表を別表第１とし、同表の次に次の１表を加える。 

別表第２（第２条関係） 

区   分 金      額 

非課税世帯、均等割課税世帯

及び基準年度の所得割課税

額（年額）が１円以上７７，

１００円以下である世帯 

１００円。ただし、教育を受ける時間が１時間を超える

ときは、超える時間３０分までごとに５０円を１００円

に加えた額 

そ の 他 の 世 帯 

３００円。ただし、教育を受ける時間が１時間を超える

ときは、超える時間３０分までごとに１５０円を３００

円に加えた額 

１４



 備考１ 「非課税世帯」とは、特定乳児等通園支援に係る教育を受けた月の属する年度

（当該月が４月から８月までの間にあっては、前年度。以下「基準年度」という。）

分の地方税法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。以

下同じ。）を課されている者のない世帯をいう。 

   ２ 「均等割課税世帯」とは、市町村民税の地方税法第２９２条第１項第２号（同

法第７３６条第３項において準用する場合を含む。以下同じ。）に掲げる所得割

（同法第３２８条の規定により課する所得割を除く。以下同じ。）を課されてい

る者のない世帯（非課税世帯を除く。）をいう。 

   ３ 「基準年度の所得割課税額」とは、保護者及び当該保護者と同一の世帯に属す

る者についての基準年度分の市町村民税の地方税法第２９２条第１項第２号に掲

げる所得割を合算した額をいう。 

   ４ 京都市保育所条例施行規則第４条の規定は、基準年度の所得割課税額の算定に

ついて準用する。 

   附 則 

 この規則は、令和８年９月１日から施行する。 

（教育委員会事務局指導部学校指導課） 


